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１．研究の背景と目的 

世帯数が多い大規模集合住宅開発は、その地域の勢力

図を大きく変えてしまう恐れがあるとみなされ、周辺の

既存の町内会への加入を拒まれることが多い。その結果、

独自に自治会を作らなければ、行政からの情報の取得等

が困難となり、孤立したコミュニティになりがちである。

こうした現状を受け、2000 年頃から、大手ディベロッパ

ーは 200 戸以上の大規模集合住宅の開発販売にあたって、

コンサルタント等の協力を得ながら集合住宅内でサーク

ルづくりやイベントを企画して、入居者による自治会に

相当する組織を立ち上げることを目指したコミュニティ

形成を支援している。 

そこで、本稿では、入居前からコミュニティ形成支援

を行っている大規模集合住宅に着目し、自治会に相当す

るコミュニティ組織の体制や活動の実態について調査し、

大規模集合住宅で自治会を設立するまでのコミュニティ

形成の手法をモデル化することを目的とする。 

 研究対象は、単独ディベロッパーによる、1～2 年で入

居が終了する一町内会規模の単発の大規模集合住宅開発 3

事例と、複数のディベロッパーによる、数年にわたる連

合町内会規模の連続的な大規模集合住宅開発 1 事例を取

り上げる（図 1）。 

図 1 研究対象の整理 

 

２．コミュニティ活動の枠組みの設定 

 コミュニティ活動の性質を捉えやすくするため、一般的

に地域で展開されているコミュニティ活動と、大規模集

合住宅のコミュニティ組織で展開されている活動とを比

較整理し、本研究における活動の類型化の枠組みを設定

する。中田(2003)の町内会・コミュニティ活動の類型とい

う 2 軸 4 類型を参考に、全世帯対象で会費を用いる活動

を「パブリックな活動」、有志参加の趣味のサークル活動

などを「プライベートな活動」とする、2 類型に設定した。 

 

３．単発開発におけるコミュニティ形成手法のモデル化 

 単発開発の 3 事例について、集合住宅でのコミュニテ

ィ形成支援に携わるコンサルタントやコミュニティ組織

の運営者へのヒアリング調査と、コミュニティ組織が発

行している広報誌から、活動内容とその実施状況や組織

体制の実態を把握した。そして、コンサルタントの動き

を基に、入居前にディベロッパーとコンサルタントが企

画する「準備期」、住民が入居しコンサルタントが全面的

に支援をする「初動期」、コンサルタントの支援が終了す

る「自立期」の 3 つの段階を設定し、これに沿って各活

動の継続や終了の変遷を整理しモデルを導き出した。 

まず、コミュニティ活動に関しては、現在も継続して

行われている活動で、

かつ、マンション固

有の特徴に依存しな

いイベント・緑化・

清掃・防災・防犯・

スポーツや文化系の

サークルの 7 活動を、

自治会立ち上げにつ

ながる必須の活動で

あると考え、活動の

基本セットとして導

き出した（図 2）。ま

た、子ども向けの活

動やシニア向けの活動、子育て支援などの対象者が限定

される活動は、入居者の世代やニーズ、社会的認知、事

業者の販売戦略によって、パブリック、プライベートの

どちらに位置づけられるかが決定されるものとした。 

次に、組織体制に関しては、入居後 3 年近くかけて、

上記のような活動を取りまとめるコミュニティ組織を建

物の区分所有等に関する法律に基づく管理組合とは別に

醸成してから、このコミュニティ組織を自治会化すると 

図 2 コミュニティ活動の実施状況 
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いう一連の流れがあることがわかった。 

 最後に、活動内容、組織体制、コミュニティ形成支援の

手法とその成果をあわせてモデル化を行った（図 3）。ま

ず、準備期ではディベロッパーとコンサルタントが組織

や活動を企画し、入居予定者に対してイベントやアンケ

ートを行うことでニーズを把握するとともに活動への参

加意識を向上させている。初動期では、まちびらきイベ

ントを開催し、住民同士が知り合うきっかけの場を創出

している。さらに「やりたい」という思いがある人と

「教えたい」という思いがある人を結びつけ、サークル

活動を立ち上げる支援を行うことで活動が活発になる。

自立期には入居者による自主運営となり、入居者のニー

ズに合わせて活動が展開される。集合住宅内のコミュニ

ティが醸成されてくると、周辺地域との連携の必要性を

感じはじめ、自治会設立に至る。 

 企画段階から清掃や防犯、防災、イベントなどの自治

会で行うような活動を展開してコミュニティを形成して

いくことで、自治会を設立して新体制になってもスムー

ズに運営することが可能となっていると考えられる。そ

の際、多くの住民の参加を促すべく、気軽に参加できる

趣味のサークル活動を同時に展開することが有効である。 

図 3 単発開発におけるコミュニティ形成支援モデル 

 

４．連続開発におけるコミュニティ形成支援の実態 

連続開発は、タワーマンションが連続的に開発されて

いる武蔵小杉駅前地域の NPO 法人小杉駅周辺エリアマネ

ジメントに着目した。エリアマネジメントの立ち上げに

関わった行政や現在の理事の方へのヒアリング調査と、

報告書や広報誌から、立ち上げから現在までの流れと活

動の実施状況を整理した。 

小杉駅周辺エリアマネジメントは、新旧住民のコミュ

ニティの形成を目指して行政、ディベロッパー、既存住

民を中心に議論を重ね、マンションへの入居が始まる前

に既存の町内会、商店会、市民活動団体の代表らが理事

となる形で設立された。入居が始まってからはマンショ

ン住民も理事とな

り、新旧住民が共

に活動している。 

その活動内容と

実施状況を表 1 に

示した。単発開発

同様イベント、清

掃、防災、防犯と

いった自治会的な

活動の他、各マン

ションでのコミュ

ニティ活動の取り

組み状況や、何か

問題が発生した際

の解決策等のノウ

ハウを共有し、共

同で取り組むエリ

アマネジメントならではの活動がある。 

 以上のことから、連続的な開発において、エリアマネ

ジメント組織が以下の 3 つの役割を有していることでコ

ミュニティが形成されていると考えられた。 

①町内会・自治会的役割：エリアマネジメントの活動

内容は、イベント、清掃、防災、防犯といった、町内

会・自治会的なものがある。 

②連合町内会的役割：エリアマネジメントは新規住民

と既存住民を結ぶコミュニティの形成を目指して、既存

の町内会、商店会の人たちを巻き込んで検討・設立され

た。多くの活動が地域に開かれており、新規住民と既存

住民が共に活動を行うことが可能である。また、行政か

らの情報の伝達も行っている。 

③複数のマンションに対する 1 つの管理組合的役割：

複数のマンションが協力しながら課題解決に取り組んで

いる。 

 このように、単発開発におけるコミュニティ活動の基

本セットを連続開発においても応用することができ、そ

の上で、連続開発では本稿でいうエリアマネジメントと

いう体制をとることで、入居時期が異なる場合でも、そ

の開発エリアでのコミュニティ形成が可能となっている。 
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表 1 小杉駅周辺エリマネのコミュニティ活動の実施状況     

 

凡例 ○：実施 パブリック プライベート どちらか
エリマネ
ならでは
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